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良質な住宅・住環境の形成と住宅セーフティネットの構築計画１
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良質な住宅・住環境の形成と住宅セーフティネットの構築計画１



安全・安心なまちづくり【防災・安全】計画２
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安全・安心なまちづくり【防災・安全】計画２



地域住宅計画計画３
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（前ページの続き）
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地域住宅計画計画３
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地域住宅計画計画３



資料１－２ 事後評価説明資料



○平成２２年度に、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、
創意工夫を生かせる総合的な交付金として、社会資本整備総合交付金を創設。
○平成２３年度に、基本的に地方が自由に使える一括交付金にするとの方針の下、地域自主戦略交付金を創設。
（内閣府に一括して予算を計上し、各府省の所管にとらわれず、地方自治体が自主的に選択した事業に対して交付金を交付。）
○平成２４年度に、地域自主戦略交付金について、都道府県分の対象事業を拡大・増額。政令指定都市に一括交付金を導入。また、
沖縄振興公共投資交付金として県及び市町村を対象とした自由度の高い新たな一括交付金制度を創設。
○平成２５年度以降は、防災・安全交付金によりインフラ再構築（老朽化対策、事前防災・減災対策）及び生活空間の安全確保の取組
を集中的に支援するとともに、社会資本整備総合交付金により地域の社会資本整備を総合的に支援（地域自主戦略交付金は廃止） 。

交付金事業の変遷（国交省資料）

【計画１】

【計画２】
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地域住宅分野における交付金の活用（国交省資料）
地方公共団体が主体となり、公営住宅の建設や面的な居住環境整備など、地域における住宅政策を、自主性と創意工夫
を活かしながら総合的かつ計画的に推進するための事業制度 （平成２２年度～）
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【交付対象事業】
〇基幹事業：地域住宅計画に基づく事業

公営住宅整備事業、地域優良賃貸住宅整備事業、公営住宅等ストック総合改善事業、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業、
 住宅地区改良事業等、市街地再開発事業、優良建築物等整備事業、住宅市街地総合整備事業、都心共同住宅供給事業、
 住宅市街地基盤整備事業、住宅・建築物安全ストック形成事業、公的賃貸住宅家賃低廉化事業、災害公営住宅家賃低廉化事業、
住宅・建築物省エネ改修推進事業、地域住宅政策推進事業（地域住宅特措法に基づく提案事業）

〇関連社会資本整備事業：基幹事業と一体的に実施することが必要な社会資本整備事業、公的賃貸住宅の整備事業
〇効果促進事業：社会資本総合整備計画の目標を実現するため、基幹事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業等
【交付金の額】 交付金算定対象事業費の概ね45％を助成

【計画３】



社会資本整備
総合交付金

防災・安全交付金

【計画１】

【計画２】

地域住宅計画に基づく事業

住環境整備事業

【計画３】

事後評価対象計画の概要
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地域住宅計画に基づく事業 【計画３】

・公営住宅等整備事業（建替事業等）
・住宅確保要配慮者専用賃貸住宅改修事業 等

・公営住宅等ストック総合改善事業（外壁改修・耐震改修等）

住環境整備事業

・香椎・臨海東地区住宅市街地総合整備事業
（市街地住宅等整備、街路、公園、河川等）

・住宅・建築物安全ストック形成事業
（耐震診断、改修等及びアスベスト調査、除去等）



計画の目標

豊かさと安全・安心を実感できる良質な住宅ストック
及び住環境の形成を図るとともに、住宅困窮者に対す
る重層的かつ柔軟なセーフティネットの構築により、市
民の居住の安定を確保する。

良質な住宅・住環境の形成と住宅セーフティネットの構築計画１

現状・課題

交付対象事業

●良質な住宅ストックの形成
社会情勢の変化や少子高齢化の進展などに伴い、居住ニーズが高
度化・多様化してきており、誰もが安心して暮らせる住まいの確保が
求められている。

●良好な住環境の形成
都市の魅力向上のため、住みやすさや住環境を高めることが求めら
れている。
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対象事業 要素事業名 事業内容
（延長・面積等） 事業対象

A．基幹事業
地域住宅計画に基づく事業

計画３参照
・公営住宅等整備事業(建替事業等)
・住宅確保要配慮者専用
賃貸住宅改修事業 等

―

香椎・臨海東地区住宅市街地
総合整備事業

408.1ha
市街地住宅等整備、
街路、公園、河川等

市・民間

Ｂ．関連社会資本整備事業 ―
Ｃ．効果促進事業 公営住宅等整備事業、

公営住宅等ストック総合改善事業、
住宅地区改良事業等

駐車場整備工事、
工事監督業務委託  等 市

その他関連する事業 ―

計画期間 令和３年度～令和７年度 全体事業費 36,251百万円



整備効果事例

事例(１)：良質な都市型住宅の供給
○居住スタイルと住宅ニーズに対応した多様で良質な都市型
 住宅を供給

事例(２)：市営住宅の建替え
○市営住宅ストックの建替・改善・更新等を計画的に実施
することにより、良質な住宅を供給

香椎・臨海東地区住宅市街地総合整備事業
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良質な住宅・住環境の形成と住宅セーフティネットの構築計画１

整備中整備前

車いす使用者向け住戸の整備（R5～）

事例(３)：住宅確保要配慮者への居住支援
○ 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅

 （セーフティネット住宅）の登録を促進
○ 登録促進に向け、改修費補助や入居者負担軽減支援を実施
【支援フロー図】

○ 社会福祉協議会が窓口となり、お困りの状況に応じて支援
 団体（NPO等）が行う生活支援をコーディネートし、
高齢者等の入居に協力する協力店（不動産事業者）に紹介
する「住まいサポートふくおか」を実施

※居住等に不安を抱える方々に対して
   安心感を与える先駆的な取組みとして

評価をいただき、
2022年度グッドデザイン賞を受賞

【支援フロー図】

スロープの設置EVの設置外観
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良質な住宅・住環境の形成と住宅セーフティネットの構築計画１

成果指標および達成状況

※成果指標引用元
成果指標①②：住宅・土地統計調査（総務省調査 ５年毎）※当初現況値：平成30年、実績値：令和５年

H30 R5 世帯数の増減H30→R5
成果指標① 48.2% 48.2% +31,100（+8.2%）
成果指標② 43.1% 43.0% +27,700（＋10.5%）

成果指標 当初現況値 目標値
（R7年度） 実績値 達成状況

① 誘導居住面積水準以上の住宅に居住している世帯の割合（％）
（誘導居住面積水準以上の住宅に居住している世帯数）／（全世帯数）

48.2％
（H30年度） 50％ 48.2％

（R5年度） △

② 共同住宅における都市居住型誘導居住面積水準以上の住宅に
居住している世帯の割合（％）

（都市居住型誘導居住面積水準以上の住宅に居住している世帯数）／
（共同住宅に居住している世帯数）

43.1％
（H30年度） 46％ 43.0％

（R5年度） △

〇市営住宅の計画的な建替えや住替え助成事業を実施し、誘導居住面積水準以上世帯率は、横ばいとなっているものの、
該当世帯数は約３万世帯増加しており、また、最低居住面積水準未満率は改善するなど、一定の成果は得られた。

H30 R5 H30→R5
最低居住面積
水準未満率 11.1% 10.5% -0.6％の改善

世帯人数別の面積（単位：㎡）
単身 ２人 ３人 ４人

誘導居住
面積水準

世帯人数に応じて、豊かな生活の実現の
前提として、多様なライフスタイルを想
定した場合に必要と考えられる住宅の面
積に関する水準

＜一般型＞
郊外や都市部以外での戸建て住宅居住を想定 40 55 65 95

＜都市居住型＞
郊外や都市部での共同住宅居住を想定 35 75 100 125

最低居住
面積水準

世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活の基礎として不可欠な住宅の面積に関する水準
（すべての世帯の達成を目指す） 25 30 40 50

【参考】国交省が定める住宅面積の基準（住生活基本計画（全国計画））



成果指標および達成状況

※成果指標引用元
成果指標③⑤⑥：住宅都市みどり局調べ（毎年）
成果指標④    ：マンション管理組合実態調査（住宅都市みどり局調査 ５年毎）※当初現況値：H28年、最新：R3年 14

・今後も良質な住宅ストックや居住環境の形成に向け、地域住宅計画を定め、事業を推進していく。
・香椎・臨海東地区においては、魅力ある住宅・住環境づくりのため、市民に豊かで快適な暮らしを提案する先進モデル地区として、
「住宅市街地整備計画」に基づき事業を実施していく。

良質な住宅・住環境の形成と住宅セーフティネットの構築計画１

今後の方針

成果指標 当初現況値 目標値
（R7年度） 実績値 達成状況

③ 市営住宅のバリアフリー化住宅の供給割合（％）
（市営住宅のバリアフリー化住宅）／（市営住宅総数）

39％
（R2年度） 49％ 46％

（R6年度） △

④ 長期修繕計画を策定しているマンション管理組合の割合（％）
（長期修繕計画を策定しているマンション管理組合数）／
（マンション管理組合数）

80.8％
(H28年度) 90％ 86.7％

（R3年度） △

⑤ セーフティネット住宅の登録数（戸） 187戸
(R2年度) 3,300戸 6,275戸

（R6年度） ○

⑥ 住まいサポートふくおか賃貸契約成約者数（件） 243件
（R2年度） 360件 614件

（R6年度） ○

〇バリアフリー化に向けた市営住宅の建替事業は、別途定めている計画通り進めており、それに伴いバリアフリー化率は着実に
増加しており、また、令和５年度より、着手する新築住棟の１階は原則、すべて車いす使用者向け住戸として整備するなど、
目標に向けて取り組んでいる。

〇長期修繕計画を策定しているマンション管理組合の割合は、H28～R3の間で約6％増加しており、令和５年度から開始した
長期修繕計画の作成・見直しに係る補助金の実績は、R7.9時点で約170件となるなど、目標に向けて取り組んでいる。

〇セーフティネット住宅の登録数及び住まいサポートふくおかの賃貸契約成約者数は、居住支援協議会を通じて、事業者等と
連携して制度周知に取り組んでおり、目標値を大幅に上回った。



●安全で安心な住宅・住環境の形成
過去の経験を踏まえ、地震による人的・経済的被害を軽減す
るためには、建築物の耐震化が不可欠であるという認識のもと、
住宅等の耐震化を進めてきた。
市民が安心して暮らせるよう、引き続き、地震などの災害に強
い安全な住まいづくり、まちづくりの取組みが求められている。

公営住宅等の耐震化等を行うことにより、災害に
強い安全で安心できる住まいづくりを実現する。
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要素事業名 事業内容
（延長・面積等） 事業対象

A．基幹事業
地域住宅計画に基づく事業

計画３参照
公営住宅等ストック改善事業

：耐震改修・外壁改修・屋上防水等
－

住宅・建築物安全ストック
形成事業

市内全域
耐震診断、改修等及びｱｽﾍﾞｽﾄ調査、除却等 民間

Ｃ．効果促進事業 公営住宅等ストック総合改善
事業

工事監督業務委託 民間

住宅・建築物安全ストック
形成事業

宅地防災対策助成金、宅地防災関連普及啓発 民間

安全・安心なまちづくり【防災・安全】計画２

計画の目標現状・課題

交付対象事業
計画期間 令和３年度～令和７年度 全体事業費 11,999百万円



事例（２）：市営住宅の外壁改修
○老朽化した市営住宅の外壁改修を実施

事例（１）：市営住宅の耐震改修
○外付けフレームの設置により、耐震化を実施

市営福浜住宅

整備後

整備前
整備後

市営板付南住宅
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整備前

安全・安心なまちづくり【防災・安全】計画２

整備効果事例

事例（３）：民間住宅の耐震診断・改修の促進
〇 昭和56年5月以前に建築された木造戸建住宅の耐震

 改修工事等の費用を補助

【Ｒ６年度】
上限額 及び 補助率を引き上げ

(90万→120万) (46％→80％)

【Ｒ７年度】
予算額を拡充（100件分）   



・市営住宅においては、長寿命化計画に基づき、改善等の手法による計画的・効率的な更新を行うことにより、住宅の質の確保・向上を
図っていく。
・今後も耐震診断・改修事業等を実施し、耐震性が確保された住宅の割合の向上及び安全・安心な住宅市街地の形成を図っていく。

※成果指標引用元
成果指標①：住宅都市みどり局調べ（毎年）
成果指標②：住宅・土地統計調査（総務省調査 ５年毎）※当初現況値：平成30年、実績値：令和５年
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安全・安心なまちづくり【防災・安全】計画２

成果指標および達成状況

今後の方針

成果指標 当初現況値 目標値
（R7年度） 実績値 達成状況

① 耐震性が確保された公営住宅等の割合（％）
（耐震性が確保された公営住宅等の戸数）／（公営住宅等の戸数）

99.3％
（R2年度）

100％ 100％
（R6年度） ○

② 住宅の耐震化の割合（％）
（耐震性が確保された住宅数）／（住宅総数）

90.7％
（H30年度） 95％ 91.9%

（R5年度） △

〇市営住宅の建替え事業等に計画的に取り組み、令和６年度に入居者の移転が完了（用途廃止）、解体工事に着手したことから、
耐震性が確保された公営住宅等の割合は目標を達成している。

〇耐震改修補助実績などを基に行った独自集計では、令和６年度末時点で92.9％と着実に増加しており、出前講座やセミナー、
大規模団地へのポスティング等を実施し、R3～6年度の4年間で改修費補助実績は222戸となるなど、
目標に向けて取り組んでいる。



●市営住宅の将来にわたる安定的な運営に向け、老朽化した
住宅の計画的・効率的な更新や長寿命化により、住宅の質の
確保を図っていくことが必要。
●増加・多様化する住宅確保要配慮者に対応するため、民間も
含めた賃貸住宅市場全体による重層的な住宅セーフティネットの
強化が必要。
●良好な居住環境の形成や住宅の全般的な質の向上に向け、
事業者や市民に対する啓発や支援誘導が必要。

○良好な居住環境の形成
○良質な住宅ストックの維持形成
○重層的な住宅セーフティネットの構築

要素事業名 事業内容
（延長・面積等） 事業対象

主な
基幹事業

公営住宅等整備事業 市営住宅の建替 市

公営住宅等ストック総合改善
事業

市営住宅の個別改善（住戸改善・EV設置・バリアフリー化・
耐震改修・外壁改修・屋上防水 等） 市

住宅確保要配慮者専用賃貸
住宅改修事業

民間賃貸住宅を活用した「セーフティネット住宅」の登録推進に向
け、住宅の改修費の一部を助成 民間

主な
提案事業

入居支援事業 民間賃貸住宅へ入居が困難な高齢者へ、日常の見守りや死後
事務の委託等、必要な支援を実施
高齢者や子育て世帯へ、住替えに係る初期費用の一部を助成

民間

住情報提供事業 住情報の提供、相談業務等による啓発や支援 民間

住宅改造助成事業
（高齢者・障がい者）

高齢者や障がい者が居住する住宅のバリアフリー化等の改造に要
する費用の一部を助成 民間

地域住宅計画計画３

計画の目標地域の現状・課題

主な交付対象事業
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計画期間 令和３年度～令和７年度 全体事業費 33,610百万円



事例（１）：市営住宅の住戸改善
○公営住宅の住戸改善事業により、住宅の居住環境や安全性の向上を図った

事例（3）：住情報提供事業
○建築士、弁護士等の専門家による住宅相談対応や
住まいに関する冊子の発行により、啓発や支援を実施

整備前

整備後

給湯設備の
ない台所

老朽化した
バランス釜の浴室

給湯設備、
混合水栓設置

ユニットバスの設置

地域住宅計画計画３

整備効果事例

19

事例（２）：民間賃貸住宅への入居支援
〇 子育てしやすい良好な住宅への住替えを支援するため、中古住宅
購入費用や引っ越し運送費用など、初期費用の一部を助成

世帯
人数

2人 3人 4人 5人 6人

住戸

面積

30㎡

以上

40㎡

以上

50㎡

以上

57㎡

以上

66㎡

以上

転居後の住宅の面積に関する条件

住宅相談コーナーでの対応状況 住まいに関する冊子を発行
子育て世帯住替え助成事業



地域住宅計画計画３

成果指標および達成状況
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※成果指標引用元
成果指標①②：住宅・土地統計調査（総務省調査 ５年毎）※当初現況値：平成30年、実績値：令和５年
成果指標③④：住宅都市みどり局調べ（毎年）

成果指標 当初現況値 目標値
（R7年度） 実績値 達成状況

① 誘導居住面積水準以上の住宅に居住している世帯の割合（％）
【再掲】

（誘導居住面積水準以上の住宅に居住している世帯数）／（全世帯数）

48.2％
(H30年度) 50％ 48.2％

（R5年度） △

② 共同住宅における都市居住型誘導居住面積水準以上の住宅に
居住している世帯の割合（％） 【再掲】

    （都市居住型誘導居住面積水準以上の住宅に居住している世帯数）／
（共同住宅に居住している世帯数）

43.1％
(H30年度) 46％ 43.0％

（R5年度） △

③ 耐震性が確保された公営住宅等の割合（％） 【再掲】
（耐震性が確保された公営住宅等の戸数）／（公営住宅等の戸数） 99.3％

(R2年度) 100％ 100％
（R6年度） ○

④ 市営住宅のバリアフリー化住宅の供給割合（％） 【再掲】
（市営住宅のバリアフリー化住宅）／（市営住宅総数） 39％

(R2年度) 49％ 46％
（R6年度） △



・今後も良質な住宅ストックや良好な居住環境の形成に向け、地域住宅計画を定め、事業を推進していく。
・市営住宅においては、長寿命化計画に基づき、改善等の手法による計画的・効率的な更新を行うことにより、住宅の質の確保・向上を
図っていく。
・住宅確保要配慮者の居住の安定確保や住環境の向上を図るため、入居支援事業や情報提供等を行っていく。

※成果指標引用元
成果指標⑤  ：マンション管理組合実態調査（住宅都市みどり局調査 ５年毎）※当初現況値：H28年、実績値：R3年
成果指標⑥⑦：住宅都市みどり局調べ（毎年）

地域住宅計画計画３

成果指標および達成状況

今後の方針
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成果指標 当初現況値 目標値
（R7年度） 実績値 達成状況

⑤ 長期修繕計画を策定しているマンション管理組合の割合（％）
 【再掲】

（長期修繕計画を策定しているマンション管理組合数）／
（マンション管理組合数）

80.8％
（H28年度） 90％ 86.7％

（R3年度） △

⑥ セーフティネット住宅の登録数（戸） 【再掲】 187戸
（R2年度） 3,300戸 6,275戸

（R6年度） ○

⑦ 住まいサポートふくおか賃貸契約成約者数（件） 【再掲】 243件
（R2年度） 360件 614件

（R6年度） ○



○建替事業

（参考）市営住宅に係る建替・改善事業の整備実績・進捗状況
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「市営住宅ストック総合活用計画（長寿命化計画）」に基づき、市営住宅の効率的かつ的確な機能更新に
取り組んでいる

目標戸数
(R3～R7)

実績（着手ベース） R3～R7
合計 進捗率

R3 R4 R5 R6 R7(見込)

建替事業 1,700戸 522戸 132戸 206戸 355戸 446戸 1,661戸 97.7％

弥永

大井

城浜、弥永、壱岐、ニュー堅粕

板付

下山門、壱岐

下山門

弥永

城浜、弥永、壱岐

城浜、弥永、米田南、名柄

R5～R7 ２棟142戸

R6～R8 ４棟355戸

R1～R3 １棟131戸

R2～R3 １棟20戸

R4～R5 １棟62戸

R3～R5 ６棟522戸

R4～R6 １棟70戸

R5～R6 １棟64戸

R7～R9 ６棟446戸

計画期間：令和３年度～令和12年度（10年間）
（５ヵ年経過を目安に、社会情勢等を踏まえて機能更新等の基本方針や手法、事業目標を検討し、計画の改定を行っている）



○改善事業

（参考）市営住宅に係る建替・改善事業の整備実績・進捗状況
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目標戸数
(R3～R7)

実績（着手ベース） R3～R7
合計 進捗率

R3 R4 R5 R6 R7(見込)

外壁改修 4,000戸 1,335戸 1,145戸 803戸 737戸 816戸 4,836戸 120.9％

屋上防水 5,000戸 1,632戸 796戸 528戸 1,774戸 565戸 5,295戸 105.9％
【外壁改修】

【屋上防水】

月隈東、次郎丸、那珂第一 等R3
41棟1,335戸

小田部、藤崎、野方西 等

千代田 等

四箇、有田、ニュー堅粕 等

田村、拾六町、野芥 等

福浜

城の原、東比恵、地行 等

R4～R5
３棟405戸

R5
15棟803戸

R6
13棟648戸
R6～R7
１棟89戸

R7
13棟816戸

R4
23棟740戸

千代一丁目、福重、今宿 等

下山門、藤崎、野方西 等

吉塚、桧原、有田 等

田村、片江、姪浜北 等

城の原、四箇、地行 等

R3
42棟1,632戸

R4
27棟796戸

R5
10棟528戸

R6
46棟1,774戸

R7
17棟565戸
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